
は、前後の延長保育時間及び対象児童数を合算するこ  

とはせず、前及び後ろそれぞれで延長時間を定めるこ  

と。  

なお、   

（7）1時間延長とは、開所時間を超えて1時間以上の延  

長保育を実施しており、当該延長時間内の1日当たり  

平均 

が6人以上いることをいう。  

（イ）2時間延長とは、開所時間を超えて2時間以上の延  

長保育を実施しており、当該延長時間内の平均対象児  
童数が3人以上いることをいう。   

（ウ）3時間以上の延長については、（イ）と同様1時間毎  

に区分した延長時間以上の延長保育を実施しており、  

当該延長時間内の平均対象児童数が3人以上いるこ  

ととする。   

（エ）30分延長とは、上記（7）～（ウ）に該当しないもの  

で、開所時間を超えて30分以上の延長保育を実施し  

ており、当該延長時間内の平均対象児童数が1人以上  

いることをいう。  

なお、（エ）を除き、複数の延長時間区分に該当する  

場合は、最も長い延長時間の区分となること。  

また、平均対象児童数とは、年間の上記の延長時間  

区分における各過ごとの最も多い利用児童数をもっ  

て平均し、小数点以下第一位を四捨五入して得た数と  

すること。   

イ 対象児童  

実際に延長保育を利用した保育所入所児童とする。  

なお、事業に支障のない範囲内で市町村が適当と認  

めた児童を対象とできること。   

り 給食等  

対象児童に対し、適宜、間食又は給食等を提供する  

こと。  

③ 実施場所  

事業の実施場所に当たっては、保育所の他、公共的施  
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③ （略）  
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設の空き部屋など適切に事業が実施できる場所を確保  

すること。  

④ 職員配置  

（Dのアの事業を実施するに当たっては、11時間の開  

所時間内に児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令  

第6 3号）第3 3条第2項及びその他の補助金等の配置  

基準に規定する保育士のほか、保育士を1名以上加配す  

ること。  

また、①のイの事業を実施するに当たっては、延長時  

間帯に、対象児童数の多さ等に応じて常時2名以上の保  

④ 職員配置  

①のアの事業を実施するに当たっては、11時間の開  

所時閣内に児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令  

第63号）第33条第2項及びその他の補助金等の配置  

基準に規定する保育士のほか、保育士を1名以上加配す  

ること。  

また、①のイの事業を実施するに当たっては、延長時  

間帯に、対象児童岬憂  

世でき  

ない。  

育士を配置すること  

⑤ 保護者負担額  

①のイの事業を実施するに当たっては、あらかじめ保  

護者負担額を設定すること。   

2 交付要綱の3の（2）その他の事業のうち、次に掲げる要件   

を備える取組内容であるものについて評価をし、別表（評価に   

対する基準点数表）の評価2に定める基準点数を交付金算定の   

基礎とする。  

（1）へき地保育の推進  

① 趣旨  

交通条件及び自然的、経済的、文化的諸条件に恵まれ  

ない山間地、開拓地、離島等のへき地における保育を要  

する児童に対し、必要な保護を行ない、もってこれらの  

児童の福祉の増進を図ることを目的とすること。  

② 実施要件  

ア へき地保育所の定義  

児童福祉法第3 9条に規定する保育所を設置するこ  

とが著しく困難であると  

認められる地域に設置される児童を保育するための  

施設であって、市町村長が（aのり及びエの基準に適合  

すると認め指定したものをいう。  

イ 入所決定  

⑤ （略）  
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2 （略）  

（1）（略）   



へき地保育所への入所の決定は、市町村長がその地  

域内における保育を要する児童又は、特に必要がある  

ときはその他の児童につき、行なうものとする。  
ウ 設置基準  

（ア） 設置主体  

へき地保育所の設置主体は、市町村とする。  

（イ） 設置場所  

へき地保育所を設置する場所は、次のいずれかで  

なければならない。  

a  へき地教育振興法（昭和29年法律第14 3号）  

第5条の2の規定によるへき地手当（以下「へき地  

手当」という。）の支給の指定をうけているへき地  

学校の通学区域内であること。  

b 一般職の職員の給与に関する法律（昭和2 5年法  

律第9 5号）第13条の2第1項又は地方自治法  

（昭和22年法律第6 7号）第2 04条第2項の規  

定による特地勤務手当（以下「特地勤務手当」とい  

う。）の支給の指定を受けている国又は地方公共団  

体の公官署の4キロメートル以内にあること。  

c へき地手当又は特地勤務手当の支給の指定を受  

けることとなる地域内にあること。  

d aからcまでのいずれかに準ずるものと して市  

町村長が認める地域内にあること。  

エ 設備及び運営の基準  

へき地保育所の設備及び運営については、次に掲げ  

る基準によるもののほか、児童福祉施設最低基準（昭  

和23年厚生省令第63号）の精神を尊重して行なう  

ものとする。  
（ア）1日当たり平均入所児童数が10人以上いること。  

ただし、10人を下回っても、2年間は経過的に対  

象となること。  

なお、1日当たり平均入所児童数とは、年間延べ利  

用児童数を年間開所日数で除して得た数とすること。  

（イ） 公民館、学校、集会所、共同作業所、婦人ホーム、   
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寺院等の既設建物の一部を用いてへき地保育所を設  

置する場合においては、その設備をそのへき地保育所  

のために常時使用することができるものでなければ  

ならないこと。  

（ナ） 保育室、便所及び屋■外遊戯場（その附近にあるこれ  
にかわるべき場を含む。）その他必要な設備を設け 

それらの規模は適正な保育ができるように定めるこ  

と。  

（エ） 必要な医療器具、医薬品、ほう帯材料等を備えるほ  

か、必要に応じて楽器、黒板、机、椅子、積木、絵本、  

砂場、すべり台、ぶらんこ等を備えること。  

（オ） 保育士を2人以上置〈 こと。  

ただし、所定の資格を有する者がいない等やむを得  

ない事情があるときは、うち1人に限り児童の保育に  

熱意を有し、かつ、心身ともに健全な者をもってこれ  

に代えることができること。  

（力） 保育時間、保育の内容、保護者との連絡方法等につ  

いては入所児童が健やかに育成されるようその地方  

の実情に応じて定めること。  

（2）家庭支援推進保育の推進   

① 趣  

日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等につ  

いて、家庭環境に対する配慮など保育を行う上で特に配慮  

が必要とされる児童が多数入所している保育所に対し、保  

育士の加配を行うことにより入所児童の処遇の向上を図  

ることを目的とする。   

② 実施要件  

本事業の対象となる保育所は、次のア～エの要件を満  

たすものであること。  

ア 対象児童  

日常生活における基本的な習慣や態度のかん養等に  

ついて、家庭環境に対する配慮など保育を行う上で特に  

配慮が必要とされる保育所入所児童。  
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（2）（略）   



イ 受入れ状況  

②のアに該当する児童が入所児童の40％以上で  

あること。  

なお、②のアに該当する児童であるかについては、  

市町村が児童の状況や家庭環境について保育所長等  

の意見を参考としながら、総合的な観点から判断する  

こ と、  

ウ 保育士の配置  

対象保育所に対し、児童福祉施設最低基準（昭和2  

3年厚生省令第63号）第33条第2項及びその他の  
補助金等の配置基準に規定する職員のほか本事業の  
実施のために必要な保育士を配置すること。  

エ 実施内容  

②のウにより配置された保育士は、②のアに該当す  

る児童に対する指導計画を作成し、計画的に保育に当  

たるとともに、定期的に家庭訪問をするなど家庭に対  

する指導を行うこと。   

・旦 叩域l；おlナろイ＝事と竺若の翠程 

子 

宣鱒頚、子育て支援団体、子育て当事者のみな室生   

企業も含めて連携閻   

壬る地域ぐ墜  

みの子育て意識を醸成する㌧  

② 事業内容量   

凄のア～ウl三ついて、酢モ溝ヒし全て実塗した歩合にホ±ン上昇宣対象ヒチ  

・る  

て．．連準の碍の設茸∴†品位与  

次世代育成支媒対華†碍会軍を活用するなと、塵筆圭貴重行軋・遷長句  

体等との連携噸  

」要件】  

迩嘩場lこ村いて連携・協働すること⊥  
・市町村  
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企業（笹薮団体含む）  

子育て支援団体（NPO法人など）  

子育て当事者（サークル団体など）  

・その他関係機関（都道府県労働局など、市町村が必要と判断  

主星後置L   

イ㈱一横言寸・実   

施   

意識の醸成を目的と址地域lこおけるイベントの企画や、企業の両立支   

援に向けた取組の検討など、地域における仕事と生活の調和に資する具   

体的な取組を企画・検討し実施する。  

【要件】  

連携の場において年間を通じて検討を行い実施に移すこL  

＜取組の例＞  

・子育て支援団体や企業等と協働したイベント（例えば、事業主行動  

計画策定を啓発するためのシンポジウム、研修会等）の実施  

・企嘗、㈱蔓（両立支援）lこインセンティブを与える   

ための行政のバックアップのあり方（企業のイメージアップに資す   

るため、行政が企業の取組をPRする等）など   

り働  

仕事と生活の調和に取り組む企業の好事例や自治体の取組等を収  

集し、地域の子育て支援情報と併せて、坤紺欄」物等lこお  

いて情報発信・PRを行い、輝（子育て支援団体   

等を積極的に活用）  

（ア）御簾・収集  
【要件】  

都道府県（労働局が事務局）に設置される「仕事と生活の調  

和推進会議」との連携や、二岬働し地域企業  

の取組情報を取材する体制を整えるなど、仕事と生活の調和に  

取サ組む企業の好事例の収集体制を整えるこL   

（イ）収集した情報の内容  

1
一
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【要件】   

都道府県との連携や、子育て支援団体等による取材、協議会   



の場における検討の結果実現された取組など、仕事と生活の調  

和推進に資する取組の情報であること。その他、一般的に知ら  

れていないと考えられる子育て支援に資する地域の情報（イン  

フォーマルな情報）なども含むこと。  

＜情報の例＞   

○両立支援   

・両立支援関係の施策情報   

・ファミリー・フレンドリー企業（地域）の紹介   

○インフォーマルな情報   

・子育て支援団体・M）0法人の取組内容  

■子育てサークル等自主グループの内容  
・相談窓口  

ト情報  フリーマーケッ   

・託児付き講習会、研修会 など  

○その他地域における必要な情報  

（ウ）情報発信・PR   

aシンポジウム等の開催lこよる情報発信等   

【要件】  

子育て支援団体や経済団体（商工会議所等）等と連携し、  

シンポジウム■フォーラ瑚舌動へ  

の参加などにより、酬青報の発信や企業の取組のPR  

等を年間を通じて行い、地域における仕事と生活の調和推進  

のための意識啓発等を図る。   

b印刷物の配布等による情報発信等  
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【要件】  

情報発信等にあたっては、特に乳幼児のいる子育て家庭が   

情報の入手をしやすい方策をとること。例えば、母子手帳交   

付時や乳幼児検診、こんにちは赤ちゃん事業を活用した印刷   

物の配布や、子育て情報に関するHPの活用など。  

（3）次世代育成支援人材養成事業   

の 趣  

核家族化等lこより子育てlこ不安を持つ世帯の増加や地土或・家族におけ  

る子育て力の低下が認められることから、子育て支援サービスの充実を  
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図っていく必暑がある中上担域力を活用した子育て支援の充実は重要で   

あり、㈱  

塵 事業内容等  

次のア及びイのいずれか又は両方とも実施した場合にポイント算定対   

象とすk  

ア 地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、親の子育てを支援す  

るコーディネーター的役割を果たす者の養成   

J ア）子育て中の親のニーズの多様化と支援の意義  

け）子育て支援lこ関わる各施設との連携のあり方   

（ウ）リスクマネジメント・ぐ虐待対応（つなぎ）など）  

などを中心として、コーディネーターとして必要な理解や知識をど  

を得るための研修を行う。  

イ 地域で行われる子育て支援事業lこ参画する者の養成   

（ア）地域lこおける子育て支援の必要性への理解  

（イ）保育の理解と援助  

などを中心として、子育て支援lこ関する基本的な理解や知識などを  

得るための研修を行う。  

（子育て支援事業の例）  

地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業など  
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（4）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業   

①趣  旨  

市町村において、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地  

域協議会）（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童対策調  

整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワークを構成  

する関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門性  

強化を図るとともに、地域ネットワークと訪問事業が連携を図り、児童  

虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資することを目的とする。   

②事業内容  

ヱ 基本事業  

調整機関に職員を配置する市町村に対し、専門性の向上を図る取組を  

行う場合に交付する。  

（4）   

①  

② 基本事業  

Z 職員の配置  

調整機関に、職員（非常勤職員等を含む）を配置すること。   

」旦職員の配置  

調整機関に、専任職鼻（非常勤職員等を含む）を原則として配置  



するこL  

なお、j引壬職員（非常勤職員を含む）は、調整機関が行う業務   

に影響のない範囲内において、業務量lこ力、かわりなく調整機関の   

業務以外の母子、保育、障害児等を含む児童福祉分野の業務に携  

7岬（非常勤職員を含む）は、調整機関が行う業  

務に影響のない範囲内において兼務職員であっても差し支えない  

が、母子、保育、障卿こ従事する考  

とする。  

わっている看であっても差し支えないものとする。  

（イ）取組内容   

上旦の職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

a 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしでいない場合  

次の「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」を  

受講させる。  

・児童福祉第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定す  

る講習会（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学  

院が実施する「児童福祉司資格認定通信課程」）  

・児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条  

第13号に規定する厚生労働大臣が定める講習会  

（都道府県が実施する「児童福祉司任用資格取得のため  

の研修（講習会）」）  

b 配置職員が児童福祉司の任用資格を満たしている場合  

更に児童虐待への専門性を向上させるため、次の研修を受講  

させる。  

・子どもの虹情報研修センター（日本虐待t思春期問題情  

報研修センター）が実施する研修  

・都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  

土 付加的事業  

アの基本事業に加えて、次の（ア）～（ウ）の取組を行う市町村に対して  

イ 取組内容   

－ヱの職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

a （略）   

児童福祉違算13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定  

する講習会（社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院  
が実施する「児童福祉司資格認定通信課程」）   

（略）  
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b （略）  

塗 付加的事業   

②の基本事業を実施することを要件に、次のア～りについて事業を実   

施する場合、それぞれポイント算定の対象とする。  

ア 地域ネットワーク構成員の専門性向上を図る取組  

地域ネットワーク構成員の専門性向上のため、学識経験者等の専  

門家を招へいし、児童虐待対応についての共有認識と運営手法につ  

いての研修会・講習会などを開催する取組や、個別ケースについて  

交付する。  

（ア）地域ネットワーク構成員のレベルアップを図る取組  

地域ネットワーク構成員に対L  

a アドバイザーとして学識経験者等の専門家を措暗し、児童虐待   

対応についての共有認識と役割分担等の効果的な運営手法につ   

いての研修会・講習会などを開催する。  

b 地域ネットワークの個別ケース検討会譲又は実務者会議に、ア  

の具体的な支援方法及び進行管理等についての助言・‡旨導を受ける  

取組。  

ドパイザーとして学識経験者等を招き、個別ケースについての具  

体的な支援方法及び進行管理等についての助言・指導を受ける。  

甲巳門リF「うr 一  ーー虞 ？ ニヨ巳㌣ゴ斬∵ rr  －一寸▲一斗甲雪ご・＝－、1÷ 一′  －r 叩・∬t－・r．雪＝∵trr・∵，，－ 一－ 一 －－－【■■－ニーーー∵雪ニて・Lr   



■  ■   ▼▼■                     ‾ l  ▲   ‾   ‾   ■ 、▲▲ ■  

、                                 】  」吐車型担¢控些杢ヱ上2ニクと彊鰻重換会等を開脚星担  
な運営手法や個別ケースについて旦真昼互連星び進行管理等lこ  

⊇し1王室塞退化皇国旦旦  

出L地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組  

地域ネッヒユニ 【膚 

（こんにちは赤ちやん事業）及び育児支援家喪誼野事巣並びこ母子  

土 地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組   

地域ネットワークの調整機関が養育支援訪問事業の中核機関と  

なり、必要に応じて行う地域ネットワークによる支援内容の協議の  

結果に基づき、養育支援訪問事業の実碓のための進行管理やその他  

の支援に係る連絡調整を行う取組や、乳児家庭全戸訪問事業（こん  

保健法に基づく訪問事業をいう。）が、次旦と良風た里狙萱  

行う。  

・地域ネットワ〝クの調整機関が育児支援家  又は母子保健法に基づく訪問事業等により把  にちは赤ちやん事業）  庭訪問事業の中核機関と  

堕された支援対象者の中で、特に地域ネットワ即  

応が必要な家庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力して支  

援を行う取組。  

内容の協議  なり、必要に応じて行う地域ネットワークに  

の  の結果に基づき、育児支援家庭訪問事業  

やその他の支援に係る連絡調整を亘う且  

に   の全戸訪問事業（こん   生後4か  

子保健法に基づく訪問事業等により把握された支援対象者の中で、特  

に地域ネットワークによるケ憫ス対応が必要な家庭に対して、地嘩杢   

ットワークは訪問者と協力して支援を行う。  
吐L地域住民への周知を図る取組   

地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民への  

－
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生 地域住民への周知を図る取組   

地域ネ、佃旦   

周知を図るため、地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象とし   

て、碑舌動や   

訪問事業活動についての情幸反発信を行う取組やマニュアル、援助事   

例集、又は社会資源名簿（社会資源集）を作成・配布し、周知を図   

る取組。   

星型堅組互宣亘j  周知を図るため、   

a 地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講演会  

嬰 開催を行い、地域ネットワニク三吉動や訪問事  やシン塑妻「皇室   

業享舌動につし雌五重丘i且＿  

問事業活動につ  b 地域ネットワーク活動や訪   いてのマニュアル  



②のイの（ア）のa～C岬こ、1市町村あた   

りのポイントを交付する。  

（イ）地域ネットワークと訪問事業との連携強化を図る取組  

②のイの（イ）をいずれも実施する場合に、1市町村あたりのポイン   

トを交付する。  

（ウ）地域住民への周知を図る取組  

②のイの（ウ）のa、bのいずれかを実施する場合lこ、1市町村あた   

りのポイントを交付する。  

3 交付要綱の3の（2）その他の事業については、次に掲げる   

要件を備える事業計画である場合は評価をし、別表（評価に対   

する基準点数表）の評価3に定める基準点数を交付金算定の基   

礎とする。ただし、市及び福祉事務所を設置する町村において、平成旦ユ   

年度に要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）が設置さ   

れていない場合には、次に掲げる要件を備える事業に要するすべての経費につ   

いて、交付の対象としない。  

（1）（略）  

（2）以下に掲げる7つの取組のうち3つ以上取り組む場合又は  

総務省が実施する「頑張る地方応援プログラム（※）」にお  

いて策定するプロジェクトで以下に掲げる7つの取組のい  

3 交付要綱の3の（2）その他の事業については、次に掲げる   

要件を備える事業計画である場合は評価をし、別表（評価に対   

する基準点数表）の評価3に定める基準点数を交付金算定の基   

礎とする。ただし、市及び福祉事務所を設置する町村において、平成旦旦   

年度中に要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）が設置   

されていない場合には、次に掲げる要件を備える事業に要するすべての経費に   

ついて、交付の対象としない。  

（1）地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援サービスの提  

供等を行うための取組が事業計画に記載されている。  

（2）以下に掲げる7つの取組のうち3つ以上取り組む場合又は  

「平成2 0年6月3 0日総官企第2 7 0号総務省大臣官房  
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企画課長通知「頑張る地方応援プログラム」に係るプロジェ  

ずれかを実施する場合、基準点数表の評価3に定める基準点  

数について加算する。  

※平成20年度は「平成20年6月3 0日総官企第27 0号  

クトの卿工ク  

上＿で以下に掲げる7つの取組のいずれかを実施する場合等、  

基準点数表の評価3に定める基準点数について加算する。  

総務省大臣官房企画課長通知「頑張る地方応援プログラム」  

に係るプ岬実施  

①（略）  ① 安心して子どもを生み育てることができる社会につい   

て地域住民や関係者が参加して共に考える機会の提供  

子育てや子育て支援に関する各種のフォーラム、ワーク   

ショップの開催や子ども参加型のイベントを実施し、子  

どもと大人が交流し会える機会の提供などにより、子ど  

もを生み、育てることを社会全体で応援する意識の醸成  

を図る取組  

② 老若男女の地域住民の主体的な子育て支援活動、交流の  

一句し＿＿ 一   ＿  ぺこ ＿ ．、 ＿  



②（略）  男性、中・高校生などを  促進地域の高齢者や子育て   

含め、老若男女の地域住民が子育て支援活動に主体的に  

関われるようにし、多世代の交流を促進するため、保育   

所、児童館、自治会等で地域に開かれた各種子育てに関  

わる行事等を開催するなどの取組  

③ 要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを除く。）の設置・  

運営  

地域における保健・医療・福祉の行政機関、教育委員会、警察、弁護  

士、ボランティア団体等の関係機関等から構成する要保護児童対策地域  

協議会（虐待防止ネットワークを除く。）を設置し、定期的な連絡検討  

会議等の開催など関係機関が連携しながら、地域における児童虐待の発  

生予防、早期発見、早期対応及び保護・支援・アフターケアを図るため  

の連携した活動を実施する取組   

④ 子どもたち本人からの電話相談等への対応  

児童虐待やいじめ等で思い悩む子ども達に対し、NPO法人等の民  

間団体と連携し、子どもたち本人からの電話相談等への対応を行う取  

組   

⑤ 食育の推進  

子どもの健やかな食習慣を培い、豊かな人間性を育む  

ため、食育推進連絡会を設置するなど保健センター、保  

育所、学校等関係機関の連携による取組   

⑥ 家庭内等における子どもの事故防止対策の推進  

乳幼児が家庭の浴槽で溺死する事故なども多いことか  

ら、家庭内における子どもの事故防止のための取組   

⑦ 思春期保健対策等の推進  

住民に身近な市町村において、地域の実情に応じた妊  

娠、出産、育児、母子の栄養、思春期等に関する各種母  

子保健事業を効果的・効率的に実施することにより、地  

域ぐるみで、健やかに子どもを生み育てるための施策を  

自主的に進めることを目的と した取組   

4 交付要綱の3の（2）の新待機児童ゼロ作戦に基づく保育等のニーズ調査  

③（略）  

④（略）  
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⑤（略）  

⑥（略）  

⑦（略）   

削除  

については、市町村が下記の取組を実施する場合に、交付要綱の5の（2）  

に基づき交付額を算定する。  
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平成21年度  平成20年度  

評価に対する基準点数表  
【特定事業】  

評価に対する基準点数表  
【特定事業】   

菓（こんにちは赤ちゃん事業）  庭全戸訪問   支一員が必要な家庭に対して、次の、ラー及び妻の対応をいずれも実施してし  
る市町村  

＝ 〉のうち、以下に削る醐  
○育児・家事の揉助  
○育児支腺に関する技術的I呈勒  

児 

家庭全戸  
聞手葉によ  
家庭訪問赦  

4
全
に
肪
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ト
 
 

戸妨聞手薫  ま
閏
 
 

月
肪
 
 

か
戸
 
 

（2）（＝以外の市町‡寸  
よる雲  
間数   

（2）（1）以外の市町村  

DO3ポイント  
1妨問あたリ  に関する技術的I  

分娩に関わった産村医僚機闇の助産師等による訪問支援  

003ポイント  育児・家事援助   －
一
∽
∽
－
 
 

専門的相談支援  1三方問あたリ  0．04ポイント  

分娩に関わった産科医療機関の助産  等による訪問支援  005ポイント  

■ 300人－ 599人  
・600人－ 999人  ○ファミリー・サホ○－ト・センター事業  

・t．000人～1499人   1市町村あたリ  の基本事業（会員数）  
・1．500人－1．999人   60，0ポイント  ・100人相当～299人  

800ポイント  
川0ポイント  

2000人～2．999人  

1000ポイント  ・300人－ 599人  140ポイント  
・3000人以上  

（21支部の舘暦箇所勤  ・600人～ 999人  200ポイント  

・10か所以上   500ポイント  ■1．000人～1，499人  400ポイント 1市町村あたり  

・10か所兼；為   1支部あたり  999人   60．0ポイント  

巧〕檜粒預かりの手膝（甲義妨はを除く【）   〔加豊）  ・2、000人～2，999人  80．0ポイント  

・3．000人以上  100．0ポイント  
○子育て短期支援事業  支部の設置箇所数  爪ショートステイ壬彙の実妹  

・2歳兼滋児＿愕作痛泉児  ・10か所以上  50，0ポイント  

・10か所未満  ・2歳以上児  5．0ポイント1支部あたリ  

・緊急一時保は  複数預かりの実施（兄弟姉妹を除く。）  5．0ポイント（加算）  
〔乏1トワイライトステイ事業の実施  控）病児・緊急対応強化モデル事案（病児・病後児預かりの利用件  

・基本分  ・～59件  ○、ト  
・宿泊分  ・60件～119件  120ポイント  ・休日デイサービス  
・悍香の送迎の実施   1か所あたリ  ・120件～199件  190ポイント  

・200件－299件  

・300件－399件  380ポイント   1市町村あたリ  

朴延長時間  ・400件～599件  520ポイ、ト  
・30分  ・600件以上  72．0ポイント  
・1時間  

≡iど．・  t近隣市町  村会鼻受入   5．0ポイント  
・2・〉31持W  

整備   
・4′・・51持W  

20．0ポイント  

・6【侍Ⅶ以上  
r′乏1慈恵分  23■0ポイント 伽監）  



平成20年度  平成21年度   

【その他の事業】  ○子育て短期支援事業   
のショートス丁イ事業の実施  

・2歳未満児、慢性疾患児  4．30ポイント  

・2歳以上児  2．35ポイント  

・緊急一時保護  
（卦トワイライトステイ事業の実施  

■基本分  0．45ポイント  

・宿泊分  0．45ポイント  

・休日デイサービス  l．∞ポイント  

一児真の送迎の実施  

1，5ポイント  

7．0ポイント  

0・60ポイント】00人日あたリ  

0．30ポイント1か所あたリ  

0延長保育促進事業  
の延長時間  

・30分  

・1時間  

・2～3時間  1l，0ポイント 1雷♯あたリ  

・4～5暗lⅦ  23．0ポイント  

・6時間以上  27．0ポイント  

②基本分  23．0ポイント（加工）  

【その他の事業】  

基 準 点 数  

評  

○へき地保育所   20．0ポイント 1か所あたリ  

○家庭支援推進保育事業   19．0ポイント 1か所あたり  

○次世代育成支援人材養成事業  

・コーディネーター養成研修   3ポイント1市町村あたリ  

・スタッフ養成研修   3ポイント 1市町刊あたリ  

※両方雪施のil含は6ポイント  

0子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業  
の基本事業  

・児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）の受講   

・雪に児童虐待への寺門性を向上させるための研修の受講   
（卦付加的事業  

・地域ネットワーク構成長の専門性向上を図る取組   
一地域ネットワークと訪問手業との連携を図る取組  
・地域住民への周知を図る取組  

評  

●その他、創意工夫のある取細について  
一文付金井定の脾価基準」  

児童人口3000人未満  3ポイント  の3の（2）に掲げる7車乗  

当ロ ボイント   
贈人。。。。。人以上～1万人未満   

当該塀nnnn人 
－OP＋ ポイント   

児童人。1万人以上   
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